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１．はじめに 

東日本大震災においては、地震発生直後より、地

域建設業（地元の建設業）によるインフラ機能復旧

のための支援活動が行われ、被災地への大規模な救

助・救援活動の開始につながった。このことを踏ま

え、国土技術政策総合研究所・東北地方整備局・東

北建設業協会連合会では、東北大学の協力を得て、

東日本大震災における地域建設業の活動実態調査を

行い、その役割を記録・整理し、今後の災害対応マ

ネジメントのための資料とすることとした。 

２．調査の内容 

調査は、東北6県の地域建設業が平成23年（2011

年）東北地方太平洋沖地震発生の3月11日から3月18

日までに行った活動を対象とし、東北建設業協会連

合会の会員企業1,730社へのアンケート調査により

行った。アンケートは、平成23年9月～10月にかけて

実施し、806社から回答が得られた。 

調査した主な内容を表１に示す。インフラ機能の

復旧に関する支援活動を中心に、救助・救援に関す

る支援活動も含めて調査した。ここでは、調査結果

のうち、事業継続計画(BCP)・防災訓練の効果と課題

についての結果の一部を紹介する。 

BCP・災害対応マニュアルについては、東日本大震

災時点にいずれかを策定していた社は2割程度であ

り（図１）、このうちの9割近くの社が役に立った事

項があると回答している（図２）。また、内容とし

ては「緊急時の組織内の体制、指揮・命令系統に関

する計画」を設定しているケースが多くかつその効

果があったこと等が分かった。今後の改善としては、

電話不通時の想定が有効であることが考えられた。 

防災訓練については、東日本大震災発生前の1年間

に地震に対する訓練を実施していたのは2割弱であ

り、このうちの9割以上の社が何らかの形で役に立 

表１ 調査した主な内容 

内容 設問 

属性 会社の基本情報、被災の有無と程度 

活動 
内容 

活動の開始日時～終了日時、具体的な内容 

活動における人材、建設機械、通信手段、燃料、
物資等の確保方法 

活動の実施にあたり、注意したこと、直面した
困難、迅速な作業が可能となった要因 

日頃の
備え 

災害協定と支援活動の関係、BCP・災害対応マニ
ュアルの策定状況、防災訓練の実施状況 

BCPを策定して
いた

BCPは策定して
いないが、類す

るマニュアル等

を策定していた

BCP、災害対
応マニュアルを

策定していな

かった

無回答

 

図１ BCP・災害対応マニュアルの策定状況 

役に立った

事項がある

役に立たな

かった

無回答

 

図２ BCP・災害対応マニュアルの効果 

ったと回答している。また、自社単独の訓練と、行

政機関や他社との合同の訓練では効果が異なると考

えられ、今後は両者の実施が望ましいと考えられた。 

３．おわりに 

ここで紹介した内容の他に、初動の迅速性、災害

協定と支援活動実施の決定過程等に関する分析を行

っており、結果を順次公表していく予定である。ま

た、国総研では過去に岩手・宮城内陸地震、新潟県

中越沖地震においても建設関連企業の活動実態を調

査しており、これらの結果を併せた分析も行うこと

を予定している。 

【参考文献】 

1) 大橋、竹谷、森：東日本大震災における地域建設業のＢＣＰ・

災害対応マニュアルの効果について、第30回建設マネジメント問

題に関する研究発表・討論会講演集、2012.12 
2) 大橋、竹谷、森：東日本大震災における地域建設業の 

防災訓練の効果と今後の改善点について、同上 

写真 

(博士(工学) 

写真 

 

研究動向・成果 
 

 

東日本大震災における 

建設業団体等の活動実態調査 
 

総合技術政策研究センター  建設マネジメント研究官 小橋 秀俊 

建設システム課  施工管理技術係長 渡辺 健一  部外研究員 横井 宏行 

（キーワード） 東日本大震災、災害対応、災害対応マネジメント  

 

１．はじめに 

東日本大震災の発生直後から、建設関連業界によ

り、社会資本の復旧、被災者支援等の様々な支援活

動が展開された。これらの活動に関して、幅広く記

録して残すとともに、災害時における建設関連業界

の役割を明らかにするため、建設業団体及び会員企

業（一部団体のみ）を対象に活動実態を調査した。

本稿では、その結果について報告する。 

 調査は、平常時からの備え、支援活動の状況、及

びそれらの自己評価等の設問についてアンケート形

式により実施し、建設業団体（32団体）及び会員企

業（8団体137社）から回答を得た。 

２．調査結果の概要  

 建設業団体のうち27団体では行政機関と延べ93

の災害協定を締結しており、震災後、58協定に基づ

く要請に対して支援活動が行われたほか、18協定で

は要請が無くとも自らの判断で支援活動が行われた。

協定を締結していた17団体では支援活動を迅速に対

応するにあたり協定が役立ったと評価しており、災

害協定が果たした役割は非常に大きいと言える。 

 建設業団体が行った支援活動（図）としては、 

社会資本の点検が最も多く、建設関連資機材の提 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

供・運搬、仮設住宅等の資機材・建築作業の提供も

多い。また、災害協定には定められていない建設関

連以外の医薬品・食料・衣料品・燃料等の緊急物資

の提供や運搬でも支援が行われており、建設関連の

みならず被災者の治療や生活にまで支援が及んでい

る。このように、各建設業団体の専門的な技術力を

活かした支援活動が行われたほか、資材・物資等が

建設業団体の広域的組織ネットワークを駆使して調

達され、被災地へ提供された。 

 一方では、支援活動に要する資機材及び燃料の確

保やその運搬に際して時間を要するなどの課題もみ

られたことから、これらを適時に行うためには、建

設業団体以外にもリース・レンタル、燃料、運送等

各業界との連携について検討が必要となっている。 

３．おわりに 

今回の調査結果は、「東日本大震災の災害対応マ

ネジメント（土木学会 災害対応マネジメント特定テ

ーマ委員会報告書）」に掲載されているほか、国総

研資料としてとりまとめる予定である。 
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0件 5件 10件 15件 20件 25件

人命救助･行方不明者捜索等への協力のためのｶﾞﾚｷ処理【1件】

社会資本の点検【22件】

社会資本の応急復旧【4件】

ｶﾞﾚｷ撤去･移動･運搬（人命救助･行方不明者捜索等を除く）【2件】

建設作業関連資機材(燃料含む)の提供【10件】

建設作業関連資機材(燃料含む)の運搬【7件】

仮設住宅･避難所等の建築資材･設備･建築作業提供【7件】

専門家派遣【1件】

建設関連以外の医薬品･食料･衣料品･燃料等緊急物資の提供【6件】

建設関連以外の医薬品･食料･衣料品･燃料等緊急物資の運搬【3件】

その他【7件】

支援活動数

大手建設業 地元建設業

港湾工事業 専門工事業

建設関連業 ﾘｰｽ・ﾚﾝﾀﾙ業

その他

図 建設業団体の支援活動 
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